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2 図 1参照。 
3 図 2参照。 
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前年比で輸出が 15.4％、輸入は 10.1％増加し、貿易収支は 24 億円の黒字である。この日
本の対 ASEAN貿易規模は、対世界貿易の 13％を占め、対中国貿易が 17.7％、対米国貿易
が 16.1%であることと比較しても大きいと判断でき、中間財の全体に占める割合が大きく





















                                                   
4 図 3・4・5を参照。 
5 図 6・7・8を参照。 
6 図 5・9を参照。 
















































































































                                                   
7 図 10を参照。 





































 - 241 - 
させる方向に強く作用すると考えられる。  
 


































                                                   
8 図 11を参照。 
9 図 12・13を参照。 
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図 13 
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3.3 日本の EPAの現状 
日本はこれまで GATT・WTOに基づく多国間主義に経済外交の基礎を置いてきた。しか
し世界で地域経済取り決めが主流となり、また日本の貿易構造が変化し、東アジアとの貿
易比重が高まったことから、WTO を通じてのグローバルな自由化と FTA を通じた二国間
乃至地域の自由化を組み合わせ、日本の国益の最大化を目指す必要があった。日本はこの
ような FTAを EPAというより包括的な形式で具体化し積極的に展開しようとしている。 












JSEPAに続いて 2005年 4月 1日に日本メキシコ EPAが発効された。物品については往







2006年 7月には日本・マレーシア EPAが、2007年 11月には日本・タイ EPAがそれぞ
れ発効され、2008年には、7月 1日に日本・インドネシア EPAが、７月 31日に日本・ブ
ルネイ EPAが、12月 11日に日本・フィリピン EPAが発効された。これらはどれも、往復
貿易額の 9 割以上関税を撤廃し、他分野でも包括的連携を推進している。特に日本・マレ
ーシア EPAと日本・タイ EPAは東アジア EPA交渉の進展のための大きな推進力となるこ











また、日本・ベトナム EPA締結についても 2008年 12月 25日に署名された。 











日本インド EPAについては、2006年に EPA交渉が開始された。2008年 10月には第 10
回会合が実施されている。日本オーストラリア EPA については、2007 年４月から交渉が
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第 4章 非対称性下の産業構造の理論的考察 
 







必要である。そして第 4章では ASEANを研究対象に取り込んだ分析を行っていく。 





この節では、Ekholm et al.(2007)の我々の理論の参考となった先行研究について述べる。 
この論文は、海外直接投資(FDI)の 3国モデルである。まず、理論における仮定を設定する。
3国は、北部(North)先進地域である Eと W、南部(South)発展途上地域である Sとする。
それぞれ最終財(X)を生産するが、中間財(Z)1単位から最終財(X)1単位が生産される。また
Sは小国であって要素価格は比較的安く、Xに対する需要はゼロとする。北部地域の組立費
用( nc )と南部地域の組立費用( sc )は異なり、 sn ccc −=∆ の関係にある。FTA締結後は関税
がゼロになり、最終財(X)の S から締結国への輸送費を押し下げ( 0=τ )、締結国企業の S
での組立費用( sc )を下げる。そして Xの単位当たり貿易費用をτ とし、Zの単位当たり貿易
費用をσ とする。W,Eにおける Xの価格( ew pp , )はそれぞれ、 
( )ewweswwsweewwwww XXXXXp ++++−= βα  
( )weeesewseeeewwee XXXXXp ++++−= βα  
と表せる。各企業はまず基礎固定費用F を負担する。もう一つ工場を設けるのに固定費用
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iX ：企業 iの i国に対する供給量 ijX ：企業 iの j国に対する供給量 
i
iγ ：企業 iの i国に対する単位当たり供給費用 
i














= , ( ) ( ) FixedCostXX ijiii −+= 22 ββpi  
以上より、対称なケースの均衡(図 14)はWW, EE、WWE, EEW、WWS, EES、WS, ES




WWE, EEWとWW, EEの境界 







5 2  
WWE, EEWとWS, EEの境界 
( ) ( )[ ]212 922222 Gccc nn βαατ −−+−−=∆  
WW, EEとWS, ESの境界 
( ) ( ) ( )[ ]212 9422222 Gcccc nnn βαταατ +−−−+−−=∆  
企業 W にとって G=τ のとき WW と WWE、 222 Gc −=∆ τ のとき WWE と WS、
222 Gc +=∆ τ のときWWとWSはそれぞれ無差別である。 
 次に、図 15の説明に入る。各戦略での境界では次のようになる。 
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し、WSの戦略に遷移する。また企業Wにとって Gc −=∆ τ の場合WSEとWSは無差別
である。企業 Eは非対称のケースのときには Eの工場を閉鎖し、Sの工場だけで操業しコ
ストを 2G 下げる。またGが上昇した場合や sc が減少した場合にも同様の措置をとる。そ
して 2Gc −=∆ τ の場合 EESと ES、 Gc +−=∆ τ の場合 EESと EEはそれぞれ無差別で


























 { }UJi ,∈  
先進地域での最終財の生産費用と発展地域での最終財の生産費用との差額を以下の式のよ
うにおく。 
( ) 0>−=∆ iAni Iccc  { }UJi ,∈  
中間財、最終財の貿易費用を輸送費と取引費用、関税等から構成されるものとする。つ
まり以下の式のようになる。 
ρσσ += t  
ρττ += t  
ここで tt τσ , は中間財、最終財の輸送費である。ρ は取引費用、関税等で構成されるもので
あり、日本と ASEANが EPAを締結するとこれはゼロになる。 
 





工場→需要国 日本企業  米国企業  
J→J nc   σ+nc   
J→A τ+nc  × τσ ++nc  × 
J→U τ+nc  × τσ ++nc  × 
A→J τσ ++Ac   τσ ++Ac   
A→A σ+Ac   σ+Ac   
A→U τσ ++Ac   τσ ++Ac   
U→J τσ ++nc  × τ+nc  × 
U→A τσ ++nc  × τ+nc  × 
U→U σ+nc   nc   
この表からどこの工場で生産し、どこの市場に供給するかの組合せが 3 通りあることがわ
かる。つまり日本企業、米国企業共に同じ条件下での単位当たり生産費用なので、立地に
おいて対称性が存在し、両企業とも iii ccc ∆<++≤∆<≤∆< τστσττ ,,0 で区別できる。 
 それでは 3 通りの戦略でのそれぞれの利潤を計算し、最適解を求めていくことにする。
利潤を計算していくと、それぞれ ic∆<+τσ の場合に利潤が最大になる。 
( ) ( )[ ] ( ) ( )[ ]



















( ) ( )[ ] ( ) ( )[ ]























 日本と ASEAN との間で EPA が締結されたとする。これにより日本・ASEAN 間では
0=ρ となる。前節と同様に単位当たり生産費用を比較していくことにする。 
工場→需要国 日本企業  米国企業  
J→J nc   σ+nc   
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J→A tnc τ+  × tnc τσ ++  × 
J→U τ+nc  × τσ ++nc  × 
A→J ttAc τσ ++   tAc τσ ++   
A→A tAc σ+   σ+Ac   
A→U τσ ++ tAc   τσ ++Ac   
U→J τσ ++nc  × τ+nc  × 
U→A τσ ++nc  × τ+nc  × 
U→U σ+nc   nc   
この表から日本企業、米国企業はそれぞれ 3 通りの戦略を持っていることがわかる。つま
り日本企業、米国企業は投資額によって、それぞれ以下の戦略を持っている。 
JttttJttJ ccc ∆<++≤∆<≤∆< τστσττ ,,0  
UUttU ccc ∆<++≤∆<≤∆< τστσττ ,,0  
これにより利潤を計算し、 33× のマトリックスを考えることができる。最適解を求めると




( ) ( )[ ] ( ) ( )[ ]
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10 各企業の利潤を導出する過程は補論を参照。 
 - 257 - 
図 14 
 





(出所)Ekholm et al.(2007)より抜粋 
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各生産量を利潤関数に代入し、各企業の利潤を導出する。 
( ) ( )[ ] ( ) ( )[ ]
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